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謝罪の強制と言論の自由
――アメリカにおける判例法理の分析――

宮原　均

はじめに

　日本国憲法19条は「思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。」と

規定している。個人の内面は人格の核心であり、その自由の保障は絶対的とさ

れる。その思想が内面にとどまっているならば、社会や他者に影響が及ぼすこ

とはなく、これを規制する必要もないからである。他方、人の行為は、外部に

影響するため、その限りにおいて何らかの規制は必要であり、肯定されうる。

　しかし、行為は思想等によって支えられ、行為への規制は、必然的に内面に

影響をもたらす。この場合、行動と内面を切り離し、前者の規制は、後者への

間接的、付随的な影響にとどまるとして、これを肯定することは可能であろ

う。しかしながら、行為と内面の関わり方、及び行為の規制が内面にもたらす

影響には様々なものがあり、一律に行為と内面を分離して、前者のみに着目し

た規制の範囲・限界等を論ずることには若干の疑問がある。

　例えば、信教の自由に関して、信仰する神の命令に反する行為を強制し（剣

道実技の強制）、又は神が命ずる行為を禁止する場合（宗教儀式としての動物屠殺

の禁止）、いずれも「行為」に着目した規制であるにもかかわらず、その影響

は、内面の信仰に深く及んでいる。絶対的に保障されているはずの内面におけ

る信仰は、外部的行為の規制によって切り崩されているといえよう。このこと

は、信教の自由に限定されない。

　「君が代」伴奏拒否事件（最三判平成19年 2月27日民集61巻 1号291頁）におい

ては、音楽担当の教諭が、小学校の入学式において、国歌斉唱時の「君が代」
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の伴奏を、その思想に基づき拒否したことが問題になった。最高裁は、ピアノ

伴奏という「行為」を強制しても、特定の「思想」をもつことを強制し、又は

特定の思想の有無を告白することを強制するものではないとして憲法19条には

違反しないとした。他方、藤田宙靖裁判官の反対意見は、その信条に反する行

為を強制することが多大な苦痛をもたらしていることを問題とする。多数意見

が、行為と思想を分離し、前者の強制は後者の保障である19条に違反しないと

し、藤田反対意見は、前者の強制が、後者に強い影響を及ぼすならば、19条の

保障は及ぶとして見解が対立している。

　更に、行為と思想の問題は、金銭の出捐行為においても指摘される。税理士

会事件（最三判平成 8年 3月19日民集50巻 3号615頁）においては、税理士が、そ

の所属する強制加入団体の税理士会から、特定政党への献金目的で特別会費を

請求されたことが問題となった。最高裁は、税理士会の経済的基礎を成す会費

の納入とは異なって、特定政党への寄附金を目的とする特別会費の納入を強制

することは、思想の支持又は強制にあたるとした（もっとも、税理士会自体が有

する思想を表現するため、その一般会費の中からどこまで支出することが許される

のか、という問題は残されているように思われる）。

　このように、一定の行為の規制又は強制が、その内面に反して憲法19条に違

反するのではないかが問題となった事件として、謝罪広告事件（最大判昭和31

年 7月 4日民集10巻 7号785頁）がある。名誉毀損訴訟において敗訴した被告に

対して、民法723条に基づく原状回復として謝罪広告を命じることが、その意

に反する謝罪を強制するものとして憲法19条に違反するか、問題となった。最

高裁は、謝罪広告の内容が「単に事態の真相を告白し陳謝の意を表明するに止

まる程度」であれば許されるとしたが、判旨においては、強制執行の方法の問

題として、謝罪広告がその人格を無視するような内容のものであってはならな

い、とする点に力点が置かれ、意に反する謝罪の強制と憲法19条の思想の自由

の問題を正面からは論じていないように思われる。

　これに対して、同判決における田中耕太郎裁判官の補足意見は、謝罪広告の

強制は、その者の内面に立ち至ってこれを変更させることは期待されておら
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ず、また、不可能であるとする。すなわち、謝罪には道徳性（道義的な反省）

を伴うことが求められるが、「行為が内心の状態を離れて外部的に法の命ずる

ところに適合することを以て一応満足する」。逆にいえば、謝罪広告は、内面

を変更することまでは求めておらず、また、真の内面を映し出させることも出

来ないがために、逆に、憲法19条には違反していない、とした。この見解は、

名誉毀損の原状回復としての謝罪のもつ意義を確認した上で、その広告された

謝罪は真意である必要はないとする点において、謝罪広告のもつ実務的なはた

らきと思想の自由への配慮を巧みに説明していると思われる。

　もっとも、本人は、謝罪が真意ではないとの認識があっても、「陳謝」の文

字が表示されている以上、心からの謝罪として相手方及び世間一般には受け取

られうる。このこと自体が、思想の自由を侵害すると考えるのが入江俊郎裁判

官の「意見」である。すなわち、「陳謝」と広告に掲載されれば、本人の「真

意とせられてしまう効果」が発生し、内面を誤解されないことまでも保障する

思想の自由を侵害する、とされている。

　さらには、「謝罪」とは、そもそも「良心による倫理的判断」であるにもか

かわらず（入江裁判官）、「心にもない陳謝の念の発露を判決を以て命ずる」こ

とには疑問があるとし、思想の自由に反するとの見解も示されている（藤田八

郎裁判官の反対意見）。

　このように、意に反する「謝罪」を強制することと、思想の絶対的自由を保

障する憲法19条とをいかに調和するかについて困難な問題がある。内面の、道

徳・倫理に支えられた真の謝罪と、これらを伴わない外部的な行為としての謝

罪とを区別し、その強制は後者にのみ及んでいることをもって憲法19条に違反

しないとすることは可能であるが、はたしてこのように割り切って問題を処理

してよいのか、疑問が残ることは入江・藤田裁判官の個別意見からも明らかで

あろう。

　以上、意に反する謝罪の強制には内面の絶対的保障という見地から、困難な

問題が提起されていることが分かる。同様の問題は、アメリカ合衆国において

も提起されている。合衆国憲法には思想の自由そのものを保障する規定はない
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が、言論の自由を保障する修正第 1条が、その前提となる思想の自由をカバー

しているとされている（Wooley v. Maynard, 430 U.S. 705 （1977））。そこで、謝罪の

強制は、意に反する表現の強制との側面を有し、こうした強制言論は特に修正
1条の自由を侵害しうるとの議論がある。しかしながら、その一方で、意に反

するならば常に謝罪を拒否できるとするのは、謝罪の持つ意義を理解せず、こ

れを不当に軽視しているともいえよう。

　確かに、意に反する表現の強制は、内面の絶対的保障という観点からすれ

ば、大いに問題であるが、謝罪を求められるに至った状況、とりわけ自らのな

した、先行する行為が何であったのかは重要である。行為に対する後始末を求

めることは、内面への干渉とは異なる側面があるはずである。そこで、本稿に

おいては、謝罪と修正 1条の問題を考えるために、主として生徒等に謝罪を命

じた懲戒処分を中心に検討していく。最初に高校生に卒業の要件として謝罪

メールを命じたことが問題になったコーダー事件（Corder v. Lewis Palmer Sch. 

Dist. No. 38, 566 F.3d 1219 （2009））から紹介していこう。

Ⅰ　高校の卒業認定の条件としての謝罪強制

　Corder v. Lewis Palmer Sch. Dist. No. 38, 566 F.3d 1219 （2009）

　事実の概要

　上訴人は、A高校の生徒であり、卒業式のクラス代表15名の内の 1人に選ば

れ、恒例により卒業式において30分ほどのスピーチを行うことになった。その

内容については、校長による事前のチェックが必要であったが、特に訂正等が

なされることはなかった。また、校則においては、その言論が名誉毀損、冒

涜、敵対その他教育課程の秩序正しい運営を妨げる場合には禁止されていた

が、宗教的な言論については禁止されておらず、事前のチェックや承認につい

ての規定もなかった。上訴人は、スピーチの内容について事前のチェックを受

けたが、実際の卒業式においては、そこには含まれていなかった、宗教的な文

言、すなわち、私たちが今あるのはイエス・キリストのおかげであり、彼はこ

れからもずっと私たちと共にある、を含んだスピーチを行った。
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　卒業式後、校長は、卒業式のスピーチに関して上訴人が公に謝罪しなけれ

ば、卒業を認めないとしたので、上訴人は、おおよそ次のような内容のメール

を作成し、送信した。すなわち、卒業式での自分のスピーチにより不快な思い

をさせてしまった生徒がいることを認識し、そのことは自分の意図するところ

ではない。スピーチの内容について事前に、校長等と共有しなかったことは謝

罪する。スピーチは自分の個人的な信条 beliefsであり、他の代表や教職員の

信条を反映するものではなく、事前にチェックを受ければ、許可されないもの

であることを認識していた、とした。これにより、上訴人は卒業証書を受理さ

れたが、訴えを提起し、このメールは強制されたものであり、修正 1条の自由

が侵害されたと主張した（信教の自由侵害も合わせて主張しているがこの点につい

ては割愛する）。

　判　旨

　学校が後援する表現とその規制

　「合衆国最高裁が明らかにしているのは、生徒等は学校の門をくぐると同時

に言論又は表現に関する憲法上の権利を捨て去るわけではない［が］…同時

に、公立学校における生徒の憲法上の権利には、自動的に他の状況における成

人の権利と同等の保障が及んでいるとはいえない…生徒等の権利は、学校とい

う環境の特殊性に照らして適用されなければならない」。Id. at 1226⊖27.

　「生徒の表現は、学校の教職員が、その表現により学校の機能及び秩序が実

質的及び相当程度に破壊されていると合理的に判断していない限りは、規制さ

れてはならない…［しかしながら］教育者は、学校が後援している表現活動に

関しては、表現のスタイルや内容について編集上の管理を行っても、その行為

が正当な教育上の配慮に基づくものである限りにおいて、修正 1条に違反しな

い」。Id. at 1227.

　「高校の卒業式は…高校に密接に関係しており、そこでのスピーチを高校は

何らかの形で後援しているように見える。学校区が卒業に先立って代表のス

ピーチにコントロールを及ぼし、これを行う代表者を指名し…ている場合に
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は、それが教育上の配慮に合理的に関連するならば…学校区は、スピーチに編

集上の管理を行うことができる…卒業式に先立って代表のスピーチをチェック

することは教育 learningに関連している…卒業式は、秩序、品格、権威に対す

る敬意についての教育を行うひとつの機会である…学校区は、学校において論

争ある問題について中立を保つために、スピーチの内容をチェックする権限が

認められる」。Id. at 1229⊖30.

　強制言論

　「合衆国最高裁が長らく認識してきたことは、修正 1条の目的からすれば、

言論の強制は、言論の事前規制 censorとは異ならないということである…［し

かしながら、上訴人の］スピーチが私的ではなく、学校が後援している場合に

は規制が許される。同様に、学校が後援している言論の中で、学校区による方

針が無視されているならば、その内容について指導することは許される。ただ

し、この強制が、正当な教育目的に関連していることが必要である」。Id. at 

1231.

　「卒業式の代表者スピーチは、学校が後援している言論に含まれる。この事

は［上訴人に対して］強制された謝罪についてもあてはまる…正当な教育上の

配慮は学科的なものに限定されず、規律、礼儀、権威への敬意も含まれる…事

前のチェックを受けるために先に提出した内容とは異なるスピーチが行われた

ことに対して、学校区がとった懲戒処分は、卒業証書を受けるためには謝罪し

なければならないとすることであった。この処分は、事前チェックという制度

に違反したことを理由とするもので、全く合理的である」。Id. at 1231⊖32.

　この事件においては、高校の卒業式における生徒のスピーチに関し、事前に

チェックを受けたものとは異なる内容のスピーチがなされ、そのことに対して

謝罪のメールを強制されたことを不服として訴えが提起されたものである。高

校は、スピーチの中の特定宗教に関わる部分を高校が容認していると受け取ら

れ、政教分離違反を疑われることを懸念していたようである（1）。そのために、
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謝罪文の内容は、特定宗教にかかわる部分については事前チェックを受けてい

ないこと、及び、事前チェックを受けていればこの部分については許可されな

かったことについての説明が中心であり、次いで、スピーチによって異なる宗

教を信仰する他の生徒に不快な思いをさせたことについての謝罪が加えられて

いる。いずれにせよ、Aは、卒業認定の条件として、意に反する謝罪を強制さ

れたことによって、修正 1条の自由が侵害されたとの主張を展開した。

　この主張に対して控訴裁は主として 2つの観点から検討を加えている（2）。ひ

とつは、そもそも、高校において、生徒に修正 1条の言論の自由は及ぶのか、

及ぶとしてその範囲や限界はいかなる理由から、どこまでであるのか、もうひ

とつは、本件のような謝罪の強制は修正 1条の保障において、いかなる特徴や

位置づけを与えられるのか、ということである。以下、この 2点について、合

衆国最高裁の判例法理に基づいて検討していく。

　そこで、まず、生徒の表現の自由に関する最高裁の判例法理の概要について

紹介しておこう（3）。

Ⅱ　生徒の表現への修正 1条の保障

1 　最高裁の判例法理の概要

　学校という特殊な環境における生徒の言論の自由について検討したリーディ

ング・ケースは、ティンカー事件（1969年）（Tinker v. Des Moines Independent 

School District, 393 U.S. 503 （1969））とされている。高校生と中学生が、ベトナム

戦争参戦への反対及びその休止をアピールするため、黒腕章を着用したまま登

校したことを理由に停学処分を受け、これを不服としてその差止めと損害賠償

を求めて訴えを提起した、という事件である。

　最高裁は、生徒にも修正 1 条の保障は及ぶことについて、コーダー事件

（2009年）においても引用されている文言により、これを肯定した。すなわち

「生徒や教師は、校門のところで憲法上の言論又は表現の自由を捨て去ってい

るとの議論がされたことはほとんどない」（id. at 506）。教育の場こそ「思想の

自由市場」「思想の活発な交換」が必要であるとの前提に基づく判断である。
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　しかしながらこの判決では、言論の自由が生徒に及ぶとしている一方で、修

正 1条は「学校という特殊な性質を有する環境に照らして」適用される（see 

id. at 506）、としていることにも注意が必要である。もっとも、「特殊な環境」

においては、いかなる理由から、どのような範囲で生徒の表現が保障されるか

については、それほど明確になっておらず、最高裁内部においても見解が対立

している。多数意見は、本件の「黒腕章着用」は「沈黙による、消極的な意見

表明」であり、「学校運営上必要とされる適切な規律を、実質的かつ相当程度

に侵害」しているとはいえないとして、修正 1条の保護が及ぶとした（see id. 

at 508）。

　これに対して、ブラック裁判官の反対意見は、教室は生徒の意見表明のため

の演壇ではなく、学びの場であることを強調し（see id. at 517）、規律への実質

的かつ相当程度の侵害に至らない、授業への集中を何となく妨げる行為につい

ても規制することは許されるとし（see id. at 518）、本件の黒腕章はこれにあた

るとして修正 1条の保障は及ばないとした（4）。

　このように、最高裁の内部では見解が対立していたが、表現が「規律に対す

る実質かつ相当程度の侵害」をもたらした場合にはじめてこれを規制すること

が許される、とする考え方が多数意見を形成し、これがその後の判例法におい

て発展するかにみえた。しかし、むしろ「特殊な環境」を重視し、生徒の表現

には一般社会とは異なる制約が及びうることを積極的に認めていこうとする方

向に、最高裁は向かうことになった。その例として、フレイザー事件（1986年）

（Bethel School District No. 403 v. Fraser, 478 U.S. 675 （1986））が挙げられる。

　この事件においては、高校の教育の一環として自治会の立会演説会が開催さ

れ、その応援演説の内容が、性的なたとえを用いたものだったことを理由に、
3日間の停学と卒業スピーチの候補者から外すとの処分がなされたところ、処

分を受けた生徒により、その差止め及び損害賠償の請求がなされた。最高裁

は、「学校の特殊性」により、生徒の言論に対しては一般社会とは異なる制約

が可能であるとし、たとえば、表現方法が不快 offensive formというだけでは、

一般社会においては規制されないが、正しい言葉づかいを教えるとの学校の役
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割により、生徒に対してはこれを規制することができる、とした（see id. at 

683）。

　このように、生徒の表現に対しては、一般社会における成人とは異なる制約

が可能であるとの考え方は、次のクールマイヤー事件（1988年）（Hazelwood 

School District v. Kuhlmeier, 484 U.S. 260 （1988））においても引き継がれていく。こ

の事件では、学校新聞において、生徒の妊娠及び両親の離婚を扱った記事が、

校正段階で校長によって削除され、これが検閲にあたるとして、修正 1条の侵

害を理由に、高校生のスタッフが、その差止めと損害賠償を求めて訴えを提起

した。

　最高裁は、生徒の表現を、学校が積極的に後援している表現と、そうでない

表現との 2つに分け、ティカー事件（1969年）で示された「実質的かつ相当程

度の侵害」に基づく表現規制は、後者の表現についてのみ適用される基準であ

るとした。そして、本件の学校新聞は、カリキュラムの一部として教員による

指導がなされ、生徒に知識や技能を身につけさせることを目的にしており、学

校が積極的に後援している表現にあたるとする。そしてこの場合には、その表

現が、学校運営を相当程度に侵害していなくとも「文法間違い、下手な、調査

不十分な、偏見に基づいた、粗野で、下品で、未熟な受け手にとって不適切

な」言論を規制することは可能であり（id. at 271）、「教育者は、生徒の表現の

内容について編集上のコントロールを及ぼしても、そのことが教育上の配慮に

合理的に関連している限りは修正 1条を侵害することはない」とした（id. at 

272⊖73）。（5）

　このように、生徒の表現を 2分して、学校が後援している言論については、

その規制が教育上の配慮に合理的に関連している限り、修正 1条に違反しない

とする最高裁の考え方は、下級審においても支持されている。高校の立会演説

会における演説が問題になった事件があるので紹介しよう（6）。
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2 　立会演説会における生徒の表現の自由

　Poling v. Murphy, 872 F.2d 757 （1989）

　事実の概要

　テネシー州のある公立高校では、生徒会役員選挙が毎年の春に行われてい

た。選挙の少し前に立会演説会が行われ、全校生徒は出席が義務づけられてい

た。演説に先立って、その内容を担当の教員にチェックしてもらうことが慣習

となっていた。上訴人の予定稿も提出されていたが、担当教員はその中の

ジョーク sick-baby jokeが気になった。「お前らみたいなのろま」「ひどくだま

されやすいやつら」などである。しかし、この点については特に指摘せずに、

文法とその他、意味が通じやすいように表現方法を一部手直しするように指導

した。

　しかしながら当日の演説では、予定稿にはなかった、副校長で、懲戒に関す

る責任者である教員の吃音について名指しで取上げ、生徒からの喝さいを受け

た。校長はこの演説で学内が混乱し、その秩序が乱されたとし、上訴人を選挙

における候補者からはずし、彼への投票は無効としたところ、上訴人は損害賠

償を求めて訴えを提起した。

　判　旨

　「選挙と選挙演説会は、へーゼルウッズ事件（クールマイヤー事件（1988年）

―筆者注）にいう、学校が後援している活動である…学校の職員が、学校の時

間内に、その施設における開催の段取りを行い、すべての生徒に出席を強制し

ている…スピーチの内容は事前に審査し、文法の誤りを訂正し、不適切な内容

を削除し、手直ししている…唯一の問題は、こうした職員の行為が正当な教育

上の配慮に合理的に関連しているかどうかであるが、その有無は…法律上の問

題である。正当な教育上の配慮の範囲が学科に限定されることは決してない…

［上訴人］の言論は、学校の後援をうけており、その保護の下に伝達されてい

た…後援を受けていない生徒の言論への懲戒の可否を判断する修正 1条の基準

は、後援を受けている言論…が問題になっている場合には適用されない、とい
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うことを合衆国最高裁は明らかにしている」。Id. at 762⊖64.

　この事件では、立会演説会は、学校が後援している表現といえるか、教員を

侮辱する表現等を訂正することが教育上の配慮に合理的に関連しているか、問

題となったが、いずれの点についても肯定的に判断された。こうした考え方

は、大学生に対する、言論の強制の場面においても適用されている。

3  大学の俳優演劇コースにおける学生の表現の自由

　Axson-Flynn v. Jonson, 356 F.3d 1277 （10th. 2004）

　事実の概要

　上訴人は、大学の俳優養成コース（Actor Training Program）に入学したが、モ

ルモン教徒であったために，fuck等の下品な単語や神の名を無意味に授業の

中で発することを拒否した。しかしながら、教員らは、これらの言葉を使わな

いならば俳優としての成長は止まってしまうので、これを克服するようにと、

第 1セメスターから指導を行ってきた。しかし、上訴人はこれに従わず、第 2

セメスターの終わりまでに退学し、その上で、台本に従って演ずる際に、一定

の下品な言葉を使わせようとすることは、言論の強制にあたるとして42 U.

S.C.§1983に基づいて訴えを提起した（7）。

　判　旨

　「本件においては、教育方法のひとつとして…［下品な］言葉を含んでいる

特定の演劇が、学校によって具体的に選択され、正式なカリキュラムの一部と

して取り込まれている」。Id. at 1286.

　「教員が授業の中で学生の言論を制限し、評価する場合、それが、その人種

や性別…を理由とする懲戒のための口実ではなく、教育の名においてなされて

いる限り、連邦裁判所はこれに干渉すべきではない…教師は、日常において、

関連性があるのはどの議論か、どの計算が正しいのか、その推論は正しいのか

間違っているのかについて…判断しなければならない…この目的のために、教
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員は言論の内容について指示をしなければならない…へーゼルウッズ事件

（クールマイヤー事件（1988年）―筆者注）の判断枠組みは、カリキュラムの一部

として大学の授業の中で用いられた言論についても適用される」。Id. at 1287⊖
89.

　「本件において、被上訴人が［上訴人］に対して発言を強制しようとしたこ

とは確かである…［しかしながら］その言葉は、定められた学校のカリキュラ

ムの一部として授業の中で用いられうるもので、明らかに、学校からの承認が

あり…そういう意味で、学校が後援している言論である」。Id. at 1290.

　「学生に対して、下品な台本を読ませようとすることによって、演技指導を

行う学校の教育上の利益として、少なくとも次の 3つが得られると主張されて

いる。 1 .自分の価値観及び性格という殻の外に踏み出し、全く異なるキャラ

クターを受けとめさせるために、下品な対話を強制する。 2 .作家の作品の全

体を見失わないようにする。 3 .下品な役どころもそれらしく見えるように演

じることができる、真の演技力が備わっているかを測定する…このような学校

の方法は、その目的とするところにとって不可避とはいえず、最も効果的な教

育方法ですらないかもしれない。しかしながら、依然として、教育的な配慮に

合理的に関連しているということはできる」。Id. at 1291⊖92.

　この事件で、裁判所は、大学生の表現規制に関しても、クールマイヤー事件

（1988年）で示された「表現 2分基準」を用いた。すなわち、カリキュラムの

一環として演劇において一定の台詞を述べることは、学校が後援している表現

であり、本人の意に沿わない下品な言葉を述べさせることも、教育的配慮に合

理的に関連していることを理由に認められるとした（8）。

　このように、「表現 2分基準」が大学においても適用されているが、注目さ

れるべきは、この基準が、学生による積極的な表現に対する規制ではなく、特

定表現を強制することの是非を判断する場合にも適用されているということで

ある。クールマイヤー事件（1988年）では、応援演説という、生徒の積極的な

表現への事前規制が、本件では、一定の表現を強制することにより、沈黙ない
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し消極的表現行為に対する規制が、それぞれ問題になっていた。ともに、表現

への規制ではあるが、本件の意に反する表現の強制と、表現に対する事前・事

後の制限とは異なる問題であることを前提に、合衆国最高裁は、前者を修正 1

条への強度の侵害であると位置づけている（9）。そこで次章においては、この強

制言論に関する判例法理の展開を確認しておこう。

Ⅲ　強制言論と修正 1条

　個人は、その内面において様々な思想や信仰を有している。そこで、国家権

力がそれら内面に反する内容の言論を強制することは、個人の人格を著しく傷

つけることになる。合衆国憲法においては、思想の自由を保障する明文規定は

存在しないが、修正 1条の保障する言論の自由はその内面の表出行為であり、

内面と言論は不可分一体であるとし、表現の保障は思考 thoughtの自由や沈黙

の自由を含み、その意に反する言論を強制されない自由も保障されていると考

えられている（See Wooley v. Maynard, 430 U.S. 705, 714⊖15 （1977））。そこでこうし

た自由の確立とその範囲について、判例法理の展開をフォローしよう。まず

は、良心的戦争拒否と大学における科目の履修について問題になったハミルト

ン事件（1934年）（Hamilton v. Regents of University of California, 293 U.S. 245 （1934））

から紹介しよう。

1  大学への自由意思に基づく入学と特定科目の履修拒否

　Hamilton v. Regents of University of California, 293 U.S. 245 （1934）

　事実の概要

　上告人等は、大学生であるが、入学時において、大学の示すカリキュラム等

に同意したが、軍事科学と戦術のコースの履修については同意しなかった。こ

のコースの目的は、軍役につくにあたっての適性を確保することであり、ライ

フルの使い方の指導もなされていた。上告人等は、ある宗教団体のメンバーで

あるが、他の宗教団体には良心的戦争拒否が認められており、本団体のメン

バーにもこれが認められるべきであるとして、上述のコースの履修は免除され
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るべきと主張した。

　判　旨

　「連邦にせよ、州にせよ、政府はそれぞれの領域においてその人民に対して

平和と秩序を維持し、法の適正な執行を行うために必要とされる権力を維持す

る義務がある。全ての市民もまた、その能力に応じて、すべての敵に対して政

府を援助し、防御する互恵的な義務を負担する」。Id. at 262⊖63.

　「良心的兵役拒否者が、銃をとる義務から免除されているのは、明示、黙示

の憲法上の規定を遵守しているからではない。単に、議会の政策によって認め

られているだけである…憲法に由来するのではなく、議会の立法によるのであ

る」。Id. at 264.

　この事件では、大学の指定する科目の履修を、内面（信仰）の自由を理由と

して免除されるかが問われている。そこで、修正 1条が関わるものの、thought

よりも religionが、また、特定の言論に対するというよりも、科目の履修に関

する強制が問題になっており、言論の強制が直接に問われているわけではない

（履修することが、科目内容を支持する意思の表示との見方も可能であるが）。更に、

外敵の脅威が迫っている時代における軍役の問題であるとの特殊性も考慮され

なければならない。しかしながら、いかなる理由にせよ、その意に反する行為

を強制されない自由についての問題提起がなされたという点で、この事件は価

値があると考えられる。

　判旨においては、人民の平和と秩序を保障する政府の権限が強調され、政府

による外敵防御活動に人民は援助協力する義務があるとしている。そうした枠

組みで、本件の履修拒否についてより詳しく説明しているのが、カードーゾ裁

判官である。すなわち、大学は州の施設であり、これを利用することを選択し

た以上は、その履修コースに従うことは学生の義務であり、また、軍事教育は

宗教教育ではないので、政教分離の問題も生じない、としている（10）。

　また、良心的兵役免除に関して、宗教間で不公平な扱いがなされているとの
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主張に対して法廷意見は、あくまで立法政策の問題であり、憲法上の要請によ

るものではないとしている。そして、カードーゾ裁判官はこの点についても説

明を行っており、免除を受けている宗教は、代理人を立て、又はこれを雇うた

めの費用を負担する等しており、特定の宗教を理由に免除を認めているわけで

はない、とした（11）。

　このように、ハミルトン事件（1934年）では、科目の履修の強制が問題に

なっていたが、具体的な表現行為の強制について本格的に議論しているのは、

次のゴビティス事件（1940年）（Minersville School Dist. v. Gobitis, 310 U.S. 586 （1940））

である。ここでは、校内において、児童に国旗への敬礼を強制したことが問題

になっている。

2  児童に対する国旗への敬礼の強制

　Minersville School Dist. v. Gobitis, 310 U.S. 586 （1940）

　事実の概要

　被上告人は、12才であるが、学校での日課である国旗への敬礼を拒否したこ

とを理由として、退学処分を受けた。この敬礼は、右手を胸におき、誓いの言

葉――国旗と国歌への忠誠を誓い、自由とすべての人に、正義あふれる不可分

の国家よ――を唱和するものであった。被上告人の家族はエホバの証人の信者

であるが、彼等にとっては、聖書にある神の言葉が至上のものであり、国旗へ

の敬意を示す行為は、聖書により禁止されていた。

　しかし、通学が義務づけられ、私立の学校に通おうとしたが経済的な理由か

らこれを果たせず、訴えを提起し、国旗への敬礼を強制し続けることを禁止し

ようとした。真に宗教的な理由から拒否している者に行事への参加を強要する

ことは、修正 1条によって保障されている自由をデュープロセスなくして侵害

するか、問われたのである。

　判　旨

　「良心に従って行動する自由が、社会生活において無制限に認められること
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を肯定するならば…宗教上の寛容さを保護するための前提となっている、多く

の原理を否定することになる…憲法が保障する宗教上の自由は、特定の宗派の

信仰に忠実な行為には向けられたものではない、一般的な範囲の立法を決して

排除していない…良心が咎めるからといって、宗教上の思想を促進し又は制限

する方向にはない、一般的な法律の遵守から個人が解放されることはないので

ある。政治社会に関連する事項と矛盾する宗教上の確信を有しているだけでは、

市民が政治的な責任を果たさなくともよいことにはならない」。Id. at 594⊖95.

　「強制力用いて、子どもに愛国心を育むように教育することが賢明であるか

は…裁判所による判断に適していない…裁判所は教育政策を論ずる場ではな

い」。Id. at 598.

　ストーン裁判官の反対意見

　「本件の法によって、州は児童等に対して…彼らが抱いてもいない気持を、

強制により表明させようとしており、これによって極めて強い信仰心が侵害さ

れている。このような強制は個人の自由…への侵害として禁止されている」。
Id. at 601.

　「個人の自由への憲法上の保障は、必ずしも絶対ではない…政府に与えられ

た権限は、権利章典による明文の禁止規定によっても、必ずしも無効とされな

い。政府は、戦争を開始し、敵をつくることがある。政府は市民に対して兵役

を課し…その信仰上の反対があっても軍事訓練を受けさせる。政府は、宗教上

の実践行為のうち、道徳に反し、また公共の安全、健康、秩序にとって害を成

すものを抑制することを許される…しかしながら、このことは、政府が、若者

への教育及び懲戒により、彼らの宗教上の良心に反する事項を公に肯定させる

ことを強制できるとすることとは、全く異なる考え方である」。Id. at 602.

　「児童に対して、自分が信じてもいないことを肯定するように…強制するこ

と以外にも、国家の結束の土台となる忠誠心や愛国心を教育する別の手段は存

在する」。Id. at 603⊖04.
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　まず、多数意見の判示するところは、おおよそ次のようにまとめることがで

きると思われる。良心に従って行動する自由にも制限がある。そうした自由

も、これを支える、土台となる秩序が存在してはじめて享受することが可能だ

からである。その結果、特定の宗教等を排除することを目的とはしていない、

一般的な法律（これが市民に対してその信仰と相容れない政治的義務を課している

としても）を遵守することは、人民の義務となるとしている。

　この考え方は、憲法が保障する自由も全く無制限ではあり得ず、一般的な法

律によってその行為を強制されうるとしており、一般論としてはその通りであ

ろう。しかしながら、意に反する行為の強制が、個人の尊厳の核心部分である

内面に影響を及ぼすことについては、必ずしも十分な配慮がなされていないよ

うに思われる。

　この点に関し、ストーン裁判官は、自分が抱いていない思想を表明させるこ

との重大性を指摘する。ストーン裁判官も、自由は絶対的ではなく、道徳等に

反する宗教行為を禁止し、市民をその意思に反して兵役に就かせる等すること

は可能であるとする。しかし、こうした行為の強制と区別されるべきは、自ら

の良心に反すること、及び信じてもいないことを公の場で肯定させることであ

るとしている（12）。

　この場合には、目的を達成するための別の手段があるならば、こうした強制

は許されないとした（もっとも、敬礼し、誓いの言葉を述べさせることが、思想の

強制とまでは必ずしもいえないことは後に指摘するとおりである）。以降の、最高

裁の考え方は、このストーン反対意見において示された方向に進んでいくこと

になる。まずは、 3年後のバーネット事件（1943年）（West Virginia State Board of 

Education v. Barnette, 319 U.S. 624 （1943））を紹介しよう。
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3 　内面と密接なつながりのある行為の強制

　West Virginia State Board of Education v. Barnette, 319 U.S. 624 （1943）

　事実の概要

　ウエスト・バージニア州法は、全ての学校に対して、歴史や公民の授業にお

いて合衆国の理想、原理、精神を教育、育成、永続化する教育を実践するよ

う、義務づけた。上告人・教育委員会は、公立学校においては教員・生徒全員

によって、国旗への敬礼を日常において行い、国家への敬意を示すための敬礼

を行うものとしたが（もっとも、この敬礼はヒットラーへの敬礼と酷似していると

の批判があり、後に掌を見せて右手を挙げる stiff-arm式の敬礼に改められた）、その

際には「アメリカ合衆国の国旗及びそれが掲げられている共和国、そしてすべ

ての人々に自由と正義を保障する、分かたれることなきひとつ国家に忠誠を誓

う」という言葉が続けられた。

　これに従わない場合には、退学処分とされ、これを遵守しなければ再入学も

認められないことになっていた。処分を受けた生徒等は非行として手続が進め

られ、保護者はこの事態に責任があるとされ、50ドル以下の罰金及び30日以内

の自由刑が科せられた。

　そこで、合衆国およびウエスト・バージニア州の市民が訴えを提起して、こ

れを定める法令の執行の差止めを求めて訴えを提起した。すなわち、法令が執

行されれば、エホバの証人の信者である生徒等は退学させられ、虞犯少年とし

て少年院に送られるとの脅威に曝され、信教の自由、表現の自由その他の憲法

上の自由が侵害されていると主張した。

　判　旨

　「このセレモニーに参加しなかった者たちは、他者がこれに参加する権利を

妨げたり、否定したりはしていない…ゴビティス事件での反対意見で現首席裁

判官は、愛国心及び祖国への愛を鼓舞する…教育の義務づけは可能であるとし

た。しかしながら、本件においては、一定の思想を開示することを生徒等に強

制していることが問題になっている」。Id. at 630⊖31.
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　「最高裁の先例は…任意で入学してきた生徒にその施設を利用させる場合、

履修コースのひとつとして軍事トレーニングを取り入れても憲法には違反しな

いとした。そこで判示されたことは、こうした機会を享受している者は、良心
conscienceを理由として、この条件に従うことを拒否することはできないとい

うことである…本件においては、参加者には選択の余地はない」。Id. at 631⊖
32.

　「国旗への敬礼は表現の一形態である…何らかのシステム、思想…をあらわ

すために旗やエンブレムを用いることは、心と心とを密接に結びつける…本件

において州は、現政府への支持のシンボルとして国旗を用いている。個人は…

この手段によって語りかけてくる政府の政治的主張を受け入れていることを、

言葉と行動によって表すことが求められている。この種のコミュニケーション

の強制に異議を唱えることは昔から行われ、権利章典の制定者たちにとっても

よく知られていた」。Id. at 632⊖33.

　「国旗への敬礼を求めることによって…生徒等自らが有する確信を放棄させ

ようとしていたかどうか…は明らかではないが、現在、常識となっているの

は、意見の表明に関して検閲又は抑制が憲法上許容されるのは、その表現が、

明白かつ現在の危険をもたらす場合のみであり…不本意にもかかわらずその表

現の肯定を命ずることが許されるのは、沈黙を強いる場合よりも更に、その危

険が切迫、緊急性の高い場合である。しかしながら、本件においては、国旗へ

の敬礼の間に沈黙を保つことが明白かつ現在の危険をもたらすとの説明がなさ

れないままに、敬礼への強制がなされているのである」。Id. at 633⊖34.

　「憲法という星座において、変動することのない星があるとすれば、それ

は、政治、ナショナリズム、宗教、その他についての見解に関して、何が正当

であるかを、その地位の上下を問わずいかなる公務員も決定することができ

ず、又は、市民に対してその言葉や行動によりこれらについての自らの信条を

告白することを強制できないということである」。Id. at 642.

　この事件で最高裁は、敬礼という「行為」とその中に含まれている「思想」
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（現政府の政治主張の支持）とは密接不可分であり、「行為」は「思想」の受入

れの表明であり、「行為」の強制は「思想」の受入れの強制であるとしてい

る（13）。こうした「思想」の受入れをもたらす「行為」の強制が許されるのは、

表現への規制が許される、明白かつ現在の危険が存在する場合よりも更に、危

険が切迫している場合であるとしている。このように、「思想」と結び付く

「敬礼・忠誠の言葉」等を強制することに強く反対する理由は、この強制が、

現政府の支持する政治思想の受入れの強制となり、憲法は、これを最も懸念し

ているからである。この点について、現在に至るまで有名になる言葉、憲法と

いう星座の中で動かない星があるとすれば、何が正論であるかを政府が決定で

きないことである、で言い表しているのである。

　先例との関係では、強制に関する「行為」と「思想」の区別を強調する。ハ

ミルトン事件（1934年）においては、市民を外敵から保護する政府の権限に対

応して、市民に兵役を義務づけることが許され、また、任意に大学の施設を利

用することを選択した以上は、特定の履修コースや科目を拒否することはでき

ないとした。しかし、行為の実践が、思想の支持につながる場合、とりわけ思

想を具体的にシンボライズする表現行為にあっては、その強制は、単なる行為

への強制とは異なり、現在かつ明白な、切迫した危険を回避する場合でなけれ

ば認められず、本件における公立学校での児童等による敬礼はこうした場合に

はあてはまらないとした。

　もっとも、同じく児童等の敬礼が問題となっていたゴビィティス事件（1940

年）と本件の関係はいまひとつはっきりしないように思われる。この事件で

は、自らの内面（信仰・良心）に従って行動する完全な自由は認められず、信

仰等への制約を目的としていない、一般的な法律によれば、付随的に内面に影

響を及ぼしても、行為の強制は許されるとしていた。ゴビィティス事件（1940

年）は主として宗教行為への制約という観点から、本判決は思想の強制的受入

れという観点から、分析がなされているが、規制の内容が、不作為を求めるこ

とではなく、作為を強制していること、作為の強制は不作為の強制よりも一

層、行為と表裏の関係にある思想への影響が強いことが認識されている（14）。
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　このように、作為の強制がもたらす思想への影響を重視しているのが、次に

紹介するウーリー事件（1977年）（Wooley v. Maynard, 430 U.S. 705 （1977））であ

る（15）。

4  表示の強制と LRA 審査基準

　Wooley v. Maynard, 430 U.S. 705 （1977）

　事実の概要

　ニューハンプシャー州法では、非商業車にはライセンス・プレートを掲げる

ことを義務づけていたが、これには「自由に生きよ、さもなくば死を」との州

の「標語」が表示されていた。更に、ナンバー・プレートの「図案」や「文

字」を意図的に不明確にすることは軽罪とされており、「文字」には「標語」

も含まれるとされていた。

　被上告人は、エホバの証人の信者等であるが、「標語」は彼らの道徳、宗教

等に反しているとし、彼らの自動車に「標語」を掲示し、そのメッセージを伝

えることを拒否し続けたために刑罰が繰返し科せられていた。そこで、被上告

人等は、42 USC §1983に基づき合衆国ディストリクトコートに訴えを提起

し、宣言判決及び差止命令による救済を求めた。

　ディストリクトコートは、「標語」の入ったプレートの掲示を命じる州の利

益は、被上告人の憲法上保護された表現への制約を正当化するには十分ではな

いとした。最高裁はこれを支持した。

　判　旨

　「思考 thoughtは、修正 1条によって政府行為からの自由が保障され、これ

には、発言すること、及び全く発言しないことの権利も含まれる…［これらの

権利は、］より広範な概念である「個人の内面の自由」の補充的な要素である

…本件において問題となっている法律は…自分では受け入れていないイデオロ

ギー上の考え方を公衆が支持すべく、その宣伝のための道具となることを個人

に強制している。このことにより、州は、合衆国憲法修正 1条が保護の対象と
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している…知的および精神の領域を侵害しているのである」。Id. at 714⊖15.

　「我々が判断しなければならないのは、州が主張している利益が、被上告人

のライセンス・プレートに州の標語の掲示を義務づけることを正当化するに十

分な、やむにやまれないものであるか、ということである。州が標語の掲示を

求めることによって得ようとしている利益には 2つあり、ひとつは、どの車が

旅客車両であるかを明確にすること、もうひとつは歴史、個人主義、州の誇り

についての意識を高めることである…しかしながら、ニューハンプシャー州の

非商業車を示すライセンス・プレートは、文字と数字が特殊な形状からなって

おり、州の標語を掲げなくとも他の種類のプレートと区別することは容易であ

る…同じ基本的な目的を達成するために、より制限的でない他の手段が存在す

るという観点から、立法府の広範な侵害の是非を考察しなければならない」。
Id. at 716⊖17.

　レンキスト裁判官の反対意見（ブラックマン裁判官加わる）

　「多数意見は、本件標語の掲示を義務づけることは、思想の肯定を要求する

ことになり、違憲であるとした…［しかし］州は、被上告人に対して何かを発

言することを強制してはいなかったし、立候補者を応援するための上着のボタ

ンの着用や…旗を振る等、言論に合理的に結びつく非言語のアクションによる

コミュニケーションを強制していない。州が求めていたのは、単に非営利の自

動車ライセンスすべてに、州の標語である「自由に生きよ、さもなくば死を」

を掲示するということである。被上告人はこの標語を肯定し、又は拒否するこ

とを強制されていない。彼らが州によって義務づけられているのは、ポリスパ

ワーの下で、州の自動車免許のタグをその特定と登録の目的から掲げておく、

ということのみである」。Id. at 719⊖20.

　最高裁は、思考 thoughtの自由を重視し、その意思に従い積極的に発言し、

また消極的に沈黙することは、内面の自由の補充的要素であるとした（16）。その

上で、自分が支持していない「標語」の強制的表示は、これを伝播するための
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宣伝媒体として利用されることになり（17）、内面への侵害は強度なものになると

する。そこで、強制的掲示が許されるためには、厳格な審査である LRAが用

いられる、としている（18）。

　これに対して、レンキスト裁判官の反対意見は、「標語」の掲示と、それを

支持するとの内面のつながりについて、疑問を呈している（19）。思想をシンボラ

イズすると思われる行為にも、思想との密着度の強いものとそうでないものが

ある（20）。「標語」は自動車登録を目的とするタグにすぎず、思想内容の積極支

持とは密接な関係にないとしている（21）。

5 　言論の強制と修正 1 条の関係についての小括

　以上、政府による、特定の言論の強制と修正 1条の関係に関する判例の考え

方と問題点を示してきた。これらをまとめると、まず、個人が自由を享受でき

るのは、国家秩序の維持が前提であり、そのために必要であるならば、意に反

する行為であったとしても政府はこれを個人に強制することは可能である、と

した。もっとも、その行為の強制が信仰等の憲法によって保障される内面に影

響を及ぼす場合には問題がある。これについては、特定宗教等の規制を目的と

しない、一般的な法律により、付随的に信仰等に影響しているならば許される

という考え方と、信仰等への影響を重視してその適用を免除すべきという考え

方が対立している。

　この点については、強制される「行為」がいかなるものであるかも重要に

なってくる。「行為」の強制が特定の「思想」の支持に密接に結びつくもの

と、両者の結びつきはそれほどではないものとがある。最高裁は、「国旗への

敬礼」や「忠誠の誓い」は密着性が強いと考え、その強制は人格の核心である

精神への侵入となり、厳格な審査基準により憲法判断を行うとしている。で

は、自動車のナンバー・プレートへの「標語」の掲示はどうか。最高裁は、

「目的」を達成するために、個人の思想への介入が少ない、別の手段が存在す

る、としてその掲示の強制を否定的に理解した。

　ところで、行為の強制によりもたらされる内面への侵害とは、いかなる性質
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を有するのであろうか。これについては、自らの思想を偽る思想の表示によ

り（22）、良心が咎める、行為によってシンボライズされる「思想」等を支持させ

られる、これを支持しているかのように受け取られる、等が考えられる。

　しかしながら、そもそも行為の強制によっては、内面そのものを変更するこ

とは不可能であること、また、強制が、一般法等を媒介としてすべての者に及

んでいることが周知されているならば、行為を実践してもその「思想」を支持

しているとは必ずしも受け取られず、行為の強制のもたらす内面への影響はそ

れほど考慮しなくともよい、と考えることも可能であろう。しかし、内面の問

題をこうした形で割り切ることには疑問も残る。更には、心にもなく、支持も

していないことを、強制的に表示させられることによる屈辱感や良心の咎めに

ついては、検討がなされる必要がある。謝罪の強制はまさにこの点を問題にし

ていると考えられる。

Ⅳ　謝罪の強制と修正 1条

　謝罪の強制においては、上述の判例法理の紹介の中で問題とされた、意に反

する行為・表現の強制という問題と、謝罪という行為・表現の持つ特殊性、す

なわち先行する自らの行為を反省し、相手の許しを請う、という性質から、真

に謝罪の意思をもたぬ者にこれを強制することにどこまで意味があるのか、と

いう問題がある（23）。他方、先行行為により不利益を受けた者にとって、謝罪を

受けることの意義は大きく、強制的な謝罪を求めることにより何らかの救済が

得られるとも考えられる（24）。

　謝罪に消極的な考え方

　この謝罪の強制については、プロベイションの条件としての謝罪が問題に

なった事件であるが、消極的な考え方も示されている。例えば、Todd v. State, 

911 S.W.2d 807 （1995）における、ラーセン裁判官の同意意見は、そもそも、刑

事被告人に対して、自分の行為を心から後悔させることが必要であって、その

表明を裁判所が強制することは、賢明ではなく、また実行不可能でもある。更
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には、そうした謝罪の手紙等を受け取った家族は、かえって不必要な苦痛が与

えられることになると批判している（25）。

　また、State v. K.H.-H., 353 P. 3d 661 （2015）における、ビョーゲン裁判官の一

部反対意見では、謝罪をプロベイションの条件とすることは、自分は本当は後

悔していない行動に対して謝罪を強制し、自分は本当は悪くないと思っている

場合にも、悪事をはたらいたことを認めさせることになる。はたして、こうし

た強制によって、誠意ある、うわべを取り繕っただけではない責任感を育てて

いくことが可能であるのか、疑問であるとしている（26）。

　この 2名の裁判官の見解は、謝罪は、その者の真意からなされるべきことが

強く求められる表現であるとしている。強制力を用いての謝罪は、どこまで

行っても形式的な表面的な言辞にすぎず、謝罪とはいえない。これを強制する

ことは、誠意ある人間を育てることにも、被害者に対する精神的な救済のため

にも、却ってマイナスに作用するとするのである。強制的な謝罪は、真に更生

させることよりも、せいぜいのところ屈辱感を与えるだけである。心のこもっ

ていない謝罪は、価値がなく、真の謝罪こそが犯罪者、被害者、社会一般を救

済する。他方、真の謝罪を求めようとすれば、州にウソをつくこと、謝罪を販

売すること、自分の考え・感情の変化を強いることになる。これらは、個人の

自律を奥深く侵害し、修正 1条に違反することになる（27）。

　この考え方の前提となっているのは、謝罪は個人的な道徳的行為であり、相

手方に許しを請うことによって破壊された関係を修復しようとするためには、

真に、心からの謝罪が必要であり、最も効果的である。誠意が感じられなけれ

ば、相手から拒否されるのである（28）。

　これらの考え方は、謝罪という表現が、とりわけ真意でなされたことが強く

求められるとの性質を理解した上で、その強制のむずかしさを指摘したものと

いえる。

　謝罪の強制に積極的な考え方

　その一方で、真意・誠意を欠く謝罪を強制することにも意味があるとする考
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え方がある。そもそも、すべての表現において、真意・誠実が問題とされてい

るわけではない。これらが欠けていれば、その表現はすべて道徳的に欠陥があ

る、ということにはならない。表現には、ユーモア、みせかけ、皮肉、誇張等

の余地がある。謝罪についても、誠意のないことはある意味織り込み済みで

あって、そのために、謝罪には意味があるとの指摘がなされている（29）。更に

は、相手方は、謝罪を行う者が、内面において何らかの不協和音を生じている

ことを認識できる。誠意はないが、嫌がる謝罪をさせていることを知るだけ

で、相手方は満足を得ることがありうるのである、としている（30）。また、State 

v. K.H.-H., 353 P. 3d 661 （2015）における多数意見においても、謝罪をプロベイ

ションの条件とすること自体は肯定している。その理由は、強制の契機を含み

つつも、謝罪をさせることは、本人の社会復帰に役立つ（目的と手段の合理的

関連性）からである、としている。

　謝罪は、ニュートラルな状況においてなされるわけではない。先行行為に対

する後始末として、本人にとっても、相手方にとっても有益な手段として認識

されていることは重要である。当初、謝罪の意思をもたない者に対して、利

益・不利益を示しながら説得し、教育・指導すること自体は否定されるべきで

はないと思われる。その結果、真意に基づく謝罪がどこまで実現されるかはと

もかくとして、そうした謝罪へのはたらきかけ自体を、言論の強制であるとし

て、直ちに修正 1条違反と見ることはできないであろう。

まとめ

　本稿においては、高校生による卒業スピーチが、高校の指導に従わずに行わ

れたことを理由に、意に反する謝罪を実質的に強制され、それのことが修正 1

条によって保障されている自由を侵害するかどうかが問題になった事件をきっ

かけに、関連する合衆国最高裁の判例法理等を紹介してきた。そこで、まとめ

としてこれらの考え方を踏まえて、改めてコーダー事件（2009年）を振り返っ

てみよう。ポイントになるのは、卒業スピーチが、高校という場において、そ
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の教育活動の一環として行われ、意に反する言論の強制について修正 1条の保

障はいかなる形で及んでいくのか、そして謝罪という表現の特殊性はいかなる

もので、それが修正 1条の議論の中でいかに反映されるか、ということであ

る。

　まず、謝罪の強制は、内面の自由に影響するということである。内面の自由

は憲法の明文によっては保障されてはいないが、明文の言論の自由は、むしろ

内面の自由というより広い概念のひとつの要素であることが確認された。次

に、そもそも修正 1条の自由は、校内の生徒にも及ぶのかという問題が提起さ

れた。これについても、生徒は校門をくぐった瞬間に、その自由を放棄してい

るわけではないとされたが、校外において成人が享受する自由とまったく同程

度に生徒等に対して保障されているわけではない。とりわけ、「学校が後援す

る表現」という概念が提唱され、これへの制約については学校に教育上の広い

裁量が認められ、その制約が、教育目的を達成するために合理的な関連性を有

するかどうかという、緩やかな審査基準に基づき、裁判所による審査がなされ

ることになった。

　謝罪の強制も、この判断枠組みの中で考察がなされ、謝罪の強制という表現

規制も専ら教育目的達成のための合理的関連性の有無、という観点から判断し

ようとする下級審の傾向がみられる。しかしながら、謝罪の強制は、教育現場

でなされる表現規制という観点からは共通しているものの、最高裁判例の中で

問題になっていた、文法間違いや下品な表現を事前・事後に訂正するのとは、

かなり性質を異にすることに注意しなければならない。心にもないことを強制

して表現させること、とりわけ謝罪という本来強制に馴染まない表現を強制す

ることは、言論の自由の前提となっている内面の自由により強く影響するから

である。

　そこで、強制言論に関する最高裁の判例法の展開を確認した。結論からいえ

ば、言論の強制が修正 1条に違反しないためには、裁判所による LRAの審査

―更により厳格に、危険の切迫性も加味される―をパスしなければならないと

の考え方も示されている。問題になるのは、強制された表現に果たして内面が
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伴っているか、ということである。言論の強制によっては内面の強制は不可能

である。

　しかし、つきつめれば内面の変更をもたらさないということを強調して、意

に反する表現の強制を安易に認めてよいことにはならない。表現を行うこと

は、一般的には、その背後の思想等を支持しているとみられるからであり、ま

た、年少者にとっては、繰返しの表現強制により、無意識のうちにその思想等

の支持をさせられることにもなろう。そこで、言論の強制の問題に対応するた

めには、いかなる思想等がその表現の中に含意されているのか―たとえば、時

の政府の特定の政策の支持―、更に、その表現方法が、内面と密接不可分であ

るのかどうか―国旗への敬礼等―、も検討することが求められるのである。そ

して、謝罪の強制においては、まさにこの点が問題になるのである。

　謝罪は内面の誠実な表れであり、又そうでなければならない。そこで、その

意思なき者にこれを強制することは、その時点ですでに謝罪とはいえない。意

に反する謝罪は、謝罪させられる者にとっても大いに屈辱であり、自らを偽る

との意識にとらわれることになろう。相手方にとっても、不誠実な謝罪は不愉

快極まりないことであろう。しかしながら、謝罪という形式が、一定の価値を

有することも事実である。

　学校においては、その教育活動に一環として、生徒等に対して自分の行動に

責任をもち、必要な謝罪を成すよう求めることは当然である。いつ、いかなる

場合に、どのような謝罪をさせるかについて、学校に広範な裁量が認められな

ければならない。しかしながら、問題は、その指導の仕方、とりわけ強制の仕

方であろう。卒業や退学といった、生徒等の身分をはく奪する不利益を背景に

謝罪を強制することは、その内面への過大な侵害行為として許されないものと

考える。

注

（ 1）　コーダー事件（2009年）において、上訴人に謝罪させようとしたのは、その卒業ス

ピーチが学校の考え方を反映していると一般人が受け取ることを懸念したからである。
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しかし、この問題には、修正 1条に反することのない、シンプルな解決策がある。高校

は上訴人のスピーチを承認していないことを明らかにする声明文を、コミュニティに流

せばよい、との指摘がある。See Nora Sullivan, Insincere Apologies: The Tenth Circuit’s 

Treatment of Compelled Speech in Public High Schools, 8  First Amend. L. Rev, 533 ,557 

（2010）. ［hereinafter Nora］なお、生徒の信仰に関する表現と学校の政教分離の問題につ

いては、拙稿「スポーツと憲法による政教分離の保障―フットボール試合開始前の「祈

り」に関する合衆国最高裁判例の検討を中心に―」宮原均編著『スポーツの現代的課題

―「哲学」「キャリア」「グローバル」の視点から―』112頁（東洋大学現代社会研究所、

2013年）。

（ 2）　コーダー事件（2009年）における、強制言論の関する分析には、次の 4つの問題点が

あるとの指摘がなされている。第 1．最高裁の先例は、修正 1条が強制言論と検閲言論

について同レベルの保護を認めているとしているが、両者に対して同一のテストを用い

て判断するとの立場はとっていない。第 2．強制言論は、検閲権限から導き出されると

しているが、その根拠として引用された裁判例は言論の強制を行うことができるのはど

のような場合であるかについて判断していない。第 3．へーゼルウッド事件（1988年）

の基準をコーダー事件（2009年）の強制言論にあてはめている。生徒の言論検閲の合憲

性判断基準を、生徒の言論強制の合憲性判断のために用いている。第 4．へーゼルウッ

ド事件（1988年）の適用により、強制と検閲のいくつかの違いが浮き彫りになった。See 

Nora supra note 1, at 543⊖44.

（ 3）　アメリカにおける生徒の表現の自由に関し、判例の流れをフォローしたものとして、

拙稿「生徒の学校内外における表現規制―アメリカにおける判例法理の展開―」東洋法

学57巻 1号 1頁（2013年）。本章は、この論文を基に記述している。

（ 4）　学校における表現規制は、生徒による表現への規制のみならず、一定の表現を強制す

る形でも行われうる。そうした強制言論に関し、アンケート実施の問題を扱った事件が

ある。C.N. v. Ridgewood Bd. of Educ., 430 F.3d 159 （2005）においては、学校区が生徒に

対してドラッグ使用や親子関係等についてアンケートを実施したが、回答は実質的には

強制され、匿名性も十分ではないとして訴えが提起されたが、退けられた。学校におけ

る強制言論についての一般論について、やや詳しく言及している。「修正 1条に関する
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法律学が認識してきたことは、教育課程それ自体は…州の公務員に対して、生徒が黙っ

ていたい場合に、発言するよう強制するよう求めることができる…公的な教育機関は、

生徒が同意していない思想や見解を述べたり、記述したりすることを強制できないが、

その一方で、何らかの状況においては、そうした思想や見解を支持することになり得る

議論を行うように求めることができる」。Id. at 187.

（ 5）　この判決に従い、下品な表現を高校が禁止することが許されるとした事件として

Wildman v. Marshalltown, 249 F. 3d 768 （8 th.Cir. 2001）がある。上訴人は、高校のバスケッ

トボールチームのメンバーであったが、自宅のコンピューターで文書を作成し、それを

学校のロッカールームでチームメイトに配った。その文面には、コーチが私たちに対し

てついた、ほら bullshitを今度は私たちが彼に言い返すときです、という内容が含まれ

ていた。高校は、手紙の内容が失礼なものであるので、謝罪するように命じたが拒否さ

れたため、上訴人はチームの代表メンバーから外された。翌年、上訴人は、家族ととも

に別の学校区に引っ越し、地元の高校に通い、その上で、損害賠償を求めて訴えを提起

した。控訴裁は「学校の施設内で表現する権利は絶対的ではない。下品な、不快な表現

を禁じ、見解を述べる際の礼儀正しさ、感受性を教育することは、学校職員の権限の範

囲である」とした。Id. at 771.

（ 6）　学校が後援する表現には様々あり、カリキュラム等における言論に限定されない。銃

撃により多くの死傷者を出した高校が、その悲劇を払拭するために建物の外観を変えよ

うとしてタイルに絵画を描かせ、壁に取り付けることが、学校が後援する言論にあたる

か議論された事件がある。Fleming v. Jefferson County Sch. Dist. R-1, 298 F.3d 918 （10th Cir. 

2002）においては、1999年に 2人の高校生が、構内で乱射し、12人の生徒の生命を奪っ

た事件があり、授業の再開にあたり、高校では乱射の記憶を思い起こさせないように建

物の外観を変えようとした。そこで、生徒たちが 4× 4インチのタイルに抽象絵画を描

き、それに光沢をつけた上で焼き上げ、学校のホールの壁に取り付けることになった。

建物を悲劇のメモリアルとしないために、絵画には、犯行の日時、生徒の名前、宗教上

のシンボル等の表示は行わないように指示がなされ、これに従わないタイルは壁には取

り付けられないことになった。上訴人は、乱射事件の犠牲になった生徒の親たちである

が、この指示により表現、信教の自由を侵害されたとして§1983に基づいて訴えを提起
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した。控訴裁は「［高校の］タイル・プロジェクトは、学校が後援する言論であり、し

たがってヘーゼルウッド事件（1988年）により判断される」とした上で（id. at 924）、規

制にあたっての判断は必ずしも内容中立的に行なわれる必要はない。「メッセージの適

切さ、問題のデリケートさ、学校が選択したメッセージとの結びつき、について判断す

るため、見解に基づく判断がなされる」ことも許されるとした。Id. at 928.

（ 7）　本件における事実の詳細は以下のとおりである。上訴人はモルモン教徒であるが、ユ

タ大学の俳優養成コース ATPを受験した。受験の中でオーディションに参加したとこ

ろ、俳優として行ったり、発言したりするにあたり、不快と感ずるものはあるかと尋ね

られた。彼女は、裸になること、無意味にキリストの名を口にすること、Fではじまる

4文字単語を発すること、と答えた。そこで、fuckという言葉が必要となる場面が挙げ

られ、この言葉を拒否しないように求められたが、上訴人はきっぱりと拒否の意思を示

し、これらの言葉を使わねばならないならば、入学しないと主張した。上訴人は入学を

認められたが、授業中、あるモノローグを語る際に goddamn及び shitという言葉を使う

必要があった。しかし上訴人は、教員に断りもせずに別の言葉に差し替え、後は台本ど

おりにした。数週間後、未婚で中絶を経験した女性の役を演じたが、その役柄自体には

何らの懸念も示さなかったが、goddamn, fuckingという言葉を使うことには異議を唱え

た。教員は、上訴人は先のモノローグで言葉の問題は克服しているのでは、としたが、

上訴人は、だれも気付かなかったが下品な言葉はカットしていたとし、結局、この異議

は受け入れられなかった。上訴人は、この拒否が認められないならば別のシーンを演じ

させてくれるように申し出たが、これも認められなかった。更に、教員は、上訴人があ

くまで「言葉」を拒否するならば、評点は零点になるとしたが、上訴人はなおもこれを

拒否した。そこで、教員は、一旦は態度を軟化させ、以降、上訴人は「言葉」をカット

して役を演じることが認められた。秋セメスターの終わりに、上訴人はセメスター・レ

ビューにおいて、教員らと面接を行った。その席で上訴人は、今後、「言葉」の拒否と

これへの寛大な扱いの要求は受け入れられないと言い渡された。そして、その価値観を

変えるか、退学するか、その選択は上訴人に委ねられる、とされた。上訴人は、学内に

おける救済を求めたが受け入れられなかった。そこで、ATPをやめ、ユタ大学も退学し

た。その後、別の大学の俳優コースに入学し、ここでは下品な言葉のカットが認められ
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た。上訴人は、§1983に基づき損害賠償及び宣言判決を求めて訴えを提起し、教員ら

が、上訴人が下品であると考える言葉をカットすることなく、台本どおりにせりふを述

べさせることに固執していたとした。ディストリクトコートは、最高裁の強制言論を禁

止している先例の射程外であるとして、請求を棄却した。

（ 8）　この事件は、わが国における剣道実技拒否退学事件（最二判平成 8年 3月 8日民集50

巻 3号469頁）を思い起こさせる。高専の必修科目としての体育における剣道実技を、

信仰に反して行うか、それとも退学するかのディレンマにさらされた事件である。最高

裁は、代替措置が可能であったにもかかわらず、剣道実技に固執したことをとらえて、

退学処分を取り消した。この判断の背景には、高専の目的にとって剣道実技がいかなる

意義を有するかについての考察がなされていたと思われる。そもそも体育実技は、本人

のできる範囲で行えばよいこと、高専は武道の修得を目的としておらず、信仰という正

当な理由からこれを拒否している学生に対して、退学という過酷な処分が行われたこと

について厳しい批判がなされた。しかしながら、たとえ信仰を理由としても、その履行

等の拒否が、教育の目的にとって致命傷になるような場合には、別の判断がなされうる

と思われる。俳優養成コースにおいて、役柄において必要な「言葉」を、たとえ信仰を

理由としても使いこなすことができないならば、教育の目的を達成することができな

い。「言葉」の強制に「教育に合理的な関連性」あり、としたことはこの意味からも理

解することができる。

（ 9）　事前規制 censorshipと強制 compulsionの違いについて、表現を規制された者にとって

の選択肢の違いに着目する見解がある。前者の場合には、沈黙するか、又は、その規制

に一致するように自分の考えを慎むとの選択が可能であるが、後者の場合には、他者の

思想なり、考え方を反映する見解を述べることを求められ、これ以外の選択肢はないと

する。See Nora supra note 1, at 556.

（10）　カードーゾ裁判官の同意意見は次のとおりである。「州の資金で維持されている施設

を利用することを選択した場合…上告人等は、州によってその福利に極めて重要と考え

る教育コースに従うことを義務づけられる。このことが賢明でない、反自由主義的であ

るとの批判を受けることがある…［しかし］裁判所は、基本法が保障している権利や自

由とは関わりのない、立法政策の問題には関わらない。修正 1条は…礼拝の自由を禁止
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する法律を無効としている［が］、軍事科学の教育は、宗教の実践又は教義に関する教育

ではない。政府がこれらの教育を行おうとしている場合、直接にも間接にも州の宗教を

確立しているわけではない」。Hamilton v. Regents of University of California, 293 U.S. 

245，266 （1934）.

（11）　カードーゾ裁判官の同意意見は「合衆国の歴史の当初より、クウェーカー教徒及び他

の良心的兵役反対者は軍役から免除されてきたが…この免除は…彼らが軍隊に対して代

理人を立てること、又はこれを雇うために必要な費用を負担することとセットになって

いた…キャンプ又はフィールドでの軍役に間接的に関わる行為が、宗教の実践に密接に

結びつき、法又は道徳を理由として州による規制から免除されるべきだとの考え方は、

歴史上一度として受け入れられたことはない…良心的拒否者の自由がこの点にまで及ん

でしまうとすれば、戦争を助長するとして納税の拒否が認められることになってしま

う」としている。Id. at 266⊖68.

（12）　バーネット事件（1943年）のような強制言論は、誠実さという価値に反するとの指摘

がある。自分が信じていない事柄を信じているように強制することは、少なくとも不誠

実な insincereな発言であり、ある種のウソをつくことになる。「忠誠の誓い」を強制的

に述べさせることは、自分が信じてもいないことを正しいとさせることを強制すること

になる。See Seana Valentine Shiffrin, What is Really Wrong with Compelled Association?, 99 

Nw. U. L. Rev. 839, 860 （2005）. ［hereiafter Shiffrin］

（13）　バーネット事件（1943年）で認識されたことは、政府は、個人に対して特定のイデオ

ロギーに関するメッセージを墨守するよう強制することはできない、ということであ

る。このことによって、修正 1条の焦点は、単に政府が言論を制限するということか

ら、政府による個人の言論への干渉、ということへと広がっていたのである、との指摘

がある。See Note, The Curious Relationship between the Compelled Speech and Government 

Speech Doctrines, 117 Harv. L. Rev. 2411，2418⊖19 （2004）. ［hereinafter Note］

（14）　バーネット事件（1943年）において、消極的言論の権利について多様な根拠が示され

た。個人の精神の自由 freedom of mind、個人の見解及び人格態度、これらは修正 1条が

思想と良心の自由に配慮していることを示している。このうち、個人の精神の自由が突

出しており、その後の判例において支持されているとの指摘がある。See Nat Stern, The 
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Subordinate Status of Negative Speech Rights, 59 Buffalo L. Rev. 847，901 （2011）. ［hereinafter 

Stern］

（15）　本稿では扱わなかったが、新聞社が一定の記事を掲載した場合、これへの反論のため

に、一定のスペースを提供しなければならないとする州法が争われたことがある。こう

した形での反論権を認めることは、新聞社の報道の自由や編集の自由を制約し、言論の

強制と見ることも可能であろう。以下、これらが問題になった、Miami Herald Pub. Co., 

Div. of Knight Newspapers, Inc. v. Tornillo, 418 U.S. 241 （1974）を紹介しておこう。被上告

人は、教員労組の代表であり、フロリダ州下院議員選挙に立候補したが、上告人（新聞

社）は、その立候補に対して批判的な記事を掲載した。そこで、被上告人はこの記事に

反論すべく、教員労組の役割と市民のために果たした成果に関する記事を掲載するよう

に上告人に要求した。しかし、これが受け入れられなかったので被上告人は訴えを提起

し、宣言判決及び差止請求、現実的及び懲罰的双方の損害賠償の請求を行った。ところ

で、この訴えはフロリダ州法（本法）が定める反論権 right of replyに基づかれている。

すなわち、公職の候補者が、新聞社によって私生活又は履歴 personal character or official 

recordに関して批判された場合、その候補者は新聞社に対して、新聞社の費用により、

候補者による反論文を掲載させる権利を有していた。反論文は、その目につきやすさ、

方法及びスペースに関して、新聞社による批判文と同等のものでなければならないとさ

れ、違反に対しては、刑事罰（第 1級軽罪）が科せられていた。これに対して上告人

は、反論権を定める本法が違憲であるとの宣言をもとめ、巡回区控訴裁は、修正 1条・

修正14条によりプレスの自由が侵害されているとして、本法の違憲を宣言した。上訴審

であるフロリダ州最高裁は、これを破棄した。本法は、情報が一般公衆に自由に流れる

という広範な社会的利益を促進しており、修正 1条には違反しないとした。最高裁はこ

れを破棄した。「政府が、新聞社に対して、ある制限又は要求を行うことによって、新

聞社に対して、その望まない記事を掲載するよう強制している、最高裁は神経をとがら

せてきた…責任あるプレスを目指すことは、疑いなく望ましいことであるが、憲法に

よっては命じられてはいない…［本法は］…上告人に対して、特定の問題を掲載するこ

とを禁止する法令と同様の機能を果たし…記事の内容に基づいて刑罰を科している。反

論を強制的に掲載させることについて…新聞社が他の問題に優先的にスペースを割きた
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いとのコストの観点から検討すると…財政上の現実問題として、新聞社がコラム欄を無

限に拡張して反論を取り込むことが可能であるとすることは正しくない」。Id. at 256⊖

57.「新聞は、ニュース…の消極的な貯蔵所又はパイプ以上のものである。何を掲載の対

象とするかの選択、扱う大きさと内容、公的関心事と公職者についていかに扱うか…こ

れらは編集者のコントロールと判断に任されている」。Id. at 257⊖58.

（16）　最高裁は、内面の自由は修正 1条によって保障され、発言と沈黙の自由は、相互に補

完的な関係にたって内面を保護しているとしている。「ウーリー事件（1977年）で…最

高裁は、話す自由と話さない自由は、ともに個人の心の自由という、より広い概念の補

完的要素であり…一方が、他方において欠けているものを補っている、とする…修正 1

条一般からすると、強制言論に対しては広範な保護が与えられていることは明らかであ

る」。Nora supra note 1, at 548.

（17）　「自由に生きろ、さもなくば死を」という標語の表示を免除された理由は、これを掲

示する者が、その標語を積極的に推奨していると他人によって認識されるからではな

く、標語を伝達するためのモバイル・ビルボードにさせられていることが理由である、

との指摘がある。See Stern supra note 14, at 903.

（18）　表現への規制と表現の強制に関して最高裁は、その審査方法の点で区別しているとの

指摘がある。「最高裁の先例は、政府が言論を事前に規制しても合憲である場合にも、

言論の強制すべてが許されるとはしていない。別の手段が利用できるならば…言論を強

制する政府利益は、より小さいものとなることを示唆しているように見える…コーダー

事件（2009年）では、学校区は、コーダーの言論が、学校側の見解を反映しておらず、

実際の発言は、校長が事前に承認したものとは異なっていたことを告知することが可能

であったのである。この別の手段が利用できるという事実により、それ自体が、次の立

場を支持することを可能とする。コーダー事件（2009年）では、卒業スピーチを学校区

は事前に規制することが許される一方で…学校区は、その言論とは無関係であるとする

ための手段が利用できたということである」。Nora supra note 1, at 546⊖47.

（19）　強制された言論は、それを表現する者に無意識のうちにバイパスし、思考や行動に影

響し、自らの思索が反映されなくなることがある。そこで、自分が自らの主張をコント

ロールすることができなくなるため、強く批判されている。しかしながら、自分もそし
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て聴衆も、その言論が強制されているということを認識している場合には、その言論

が、自分の主張や思考にどの程度にまで影響していくのかについては問題がある。もっ

とも、強制言論は、しばしば、標準的で通常の行為として提示されるので、背後に存在

する強制は目立つことがない。また、この言論は仮初のものであって、自分の思想への

影響を阻止する、信用のおけるバリアが存在しているとの保障はない。See Shiffrin supra 

note 12, at 859.「忠誠の誓い」は、実際のところは、まともに「誓い」として受け取られ

ることはない、なぜならば、述べている方も、聞いている方も、それが強制されてやっ

ていることを知っているからだ、という反論もあるかもしれない。しかし、そうした割

り切りは難しいように思われる。See id. at. 861.

（20）　政府による言論の強制にも程度の差があることが指摘され、ウーリー事件（1977年）

の次の文言が引用されている。国旗への敬礼を強制することは、自動車のバックナン

バーに州の標語を掲示させるという消極的な行為と比べると、個人の自由に対する一層

深刻な侵害をもたらしているのである。See Note, supra note 13, at 2419. バーネット事件

（1943年）及びウーリー事件（1977年）においては、政府によって、政治やナショナリ

ズム等に関する定説が確立されてしまうことに対して、激しい嫌悪が示されている。し

かし、この嫌悪が何を意味しているかは、微妙な問題である。まず、政治的な問題につ

いて、政府が明確な立場をとることに関しては、問題はない。政府によって定説を唱え

させられ、これによって自分の見解が他者によって誤解されてしまうことから個人を保

護することが重要である。しかしながら、特定の言論を行うことが、すべての人にもと

められており、そのことが一般に認識されている場合には、その言論が、心からの、真

実の考えを反映しているとは必ずしも認識されない。そのメッセージは、州が支持して

いるというだけであって、その特定の市民が支持しているということではない、と考え

るのが合理的である。その言論が強制的であるということがはっきりとしていれば、そ

の市民の言論が誤解されるとの相当程度のおそれは存在しない。See Shiffrin, supra note 

12, at 852⊖53.

（21）　プルーンヤード事件（Pruneyard Shopping Ctr. v. Robins, 447 U. S. 74 （1980））で最高裁

は、ショッピングセンターのオーナーは、演説者やビラ配布者がいるところでは、単に

一定の表示を行うだけで、そのメッセージと自分とは関わりがない、とすることができ
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るとした。自由に生きよ、しからずんば死を、という標語に語気を強めて反対すること

は禁止されていない。See Stern supra note 14, at 908⊖09.

（22）　自分が信じてもいないことを強制して発言させることは、表現の自由に対する最も重

大な侵害である、との指揮がある。See Recent Case: Constitutional Law―First Amendment―
Washington Court of Appeals Upholds Apology Requirement of Juvenile’s Sentence―State v. KH-

K, 359 P.3d 661 （Wash. Ct. App. 2015）., 129 Harv. L. Rev. 590 （2015）. ［hereinafter Case］

（23）　個人の良心に反する謝罪を強制することは、修正 1条の核心の問題を提起する。しか

し、公務員による謝罪の強制に関しては、この修正 1条の問題は提起されていない、と

の指摘がある。行政主体は公務員を通して言論を伝える。行政主体に対して裁判所が謝

罪を命じる場合、行政主体のために、公務員が謝罪を強制されているのである。公務員

は、公的関心事について語る修正 1条の権利を有するが、公務員の適切な機能を確実に

果たすという正当な政府利益のために、この権利を制約することは可能である。公務員

は、自分自身の道徳観に照らして自由に行動する、自律した人格とはいえない。集団的

な目的や利益に限定された機能を果たすべく意図された立場を占めているのである。See 

Brent T. White, Say You’re Sorry: Court-Ordered Apologies as Civil Rights Remedy, 91 Cornel L. 

Rev. 1261, 1299⊖30 （2006）. ［hereinafter White］

（24）　謝罪が被害者の救済を目的として行われ、その屈辱感を最大なものとしない限りにお

いては強制的な謝罪は「残虐」とはいえない。See White supra note 23, at 1297.

（25）　See Todd v. State, 911 S.W.2d 807, 820 （1995）. この事件では、過失致死罪で有罪になっ

た者に対して、プロベイションの条件として、被害者の友人と家族に対して、謝罪の手

紙を書かせることが、自滅的で滑稽であるか問題になった。法廷意見は、プロベイショ

ンの条件を定めるにあたり事実審裁判所には裁量が認められ、その条件が罪を犯した者

が、自分の行為の性質と結果について理解し、更生のために役立つならば、謝罪の手紙

を執筆させることは裁量の合理的範囲内である、とする。こうした手紙は、被告人の将

来の犯罪防止に合理的に関連しているからである。See id. at 817⊖18.

（26）　See State v. K.H.-H., 353 P. 3d 661, 668 （2015）. この事件は、ガールフレンドの自宅で性

的意図を有した第 4級暴行罪を犯した高校生に対して、少年裁判所が、 3ヶ月間の保護

観察、及び心からの謝罪をする手紙を相手に対して認めるよう命じたことが問題となっ
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た。州控訴裁は、謝罪文の命令は修正 1条の権利を侵害しないとした。保護観察者への

謝罪文執筆命令が、修正 1条に違反するかどうかを判断する基準は、目的が許容される

ものであるか、及びその手段は、その目的に合理的に関連しているかどうかである。「こ

の基準を本件において適用すると、謝罪文の執筆という条件を付すことは…被控訴人の

修正 1条の権利を侵害しない…少年裁判所は更生の目的から、この条件を付した…少年

裁判所は被控訴人が女性への敬意を欠く態度をとる傾向から再び犯行を侵すことを懸念

している。そこで、被害者に対して、自分が罪を犯したと判断されたとして謝罪するこ

とを求めることは…更生の目的に合理的に関連しているのである」。Id. at 666.

（27）　See Case supra note 22 at 598.

（28）　See White supra note 23 at 1294⊖95.

（29）　See Shiffrin supra note 12, at 863.

（30）　See White supra note 23 at 1296.

 ―みやはら　ひとし・東洋大学法学部教授―
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